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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

まえがき

港湾の施設の点検診断ガイド
ライン（改訂版）は、（中略）、
主に次の項目に着目して改訂を
行ったものである。
・より効率的・効果的な点検診
断を実現するために、本ガイド
ラインは参考となる一般的な考
え方を示すものであることを強
調した。

・ 重点点検診断施設の設定の
考え方をより解りやすく示した。
（以下、省略）

港湾の施設の点検診断ガイド
ライン（改訂版）は、（中略）、
主に次の項目に着目して改訂を
行ったものである。
・より効率的・効果的な点検診
断を実現するために、本ガイド
ラインは参考となる一般的な考
え方を示すものであることを強
調した。
・新技術の活用を積極的に進め
ることに加え、ICT等を活用し
た点検診断システムやモニタリ
ング手法の活用が望ましいこと
を強調した。
・ 重点点検診断施設の設定の
考え方をより解りやすく示した。
（以下、省略）【事務局案】

新技術の活用に
ついて言及する
必要はないか？

《修正案無し》
（事務局作成）
「新技術の活用を積極
的に進めることに加え、
ICT等を活用した点検
診断システムやモニタ
リング手法の活用が望
ましいことを強調し
た」を追記。

1.総則
1.1適用範
囲（解説）

図1.1
「供用期間（設計供用期間）」

図1.1
「設計供用期間」

計画策定GLの
25/122頁に記載
のとおり、維持
管理計画書の総
論に記載する必
要があるのは、
供用期間ではな
く設計供用期間。

《修正案の通り》
「設計供用期間」と表
記。
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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

1.総則
1.1適用範
囲（解説）

(3)について
本ガイドラインは、（中略）港
湾管理者等が実行可能な点検診
断の方法、項目、頻度等の設定
に際して参考となる一般的な考
え方をとりまとめたものである。

(3)について
本ガイドラインは、（中略）施
設の管理者が実行可能な点検診
断の方法、項目、頻度等の設定
に際して参考となる一般的な考
え方をとりまとめたものである。

・現行の記述に
合わせる（戻
す）形の修正。
・民有施設の場
合、「港湾管理
者」は文脈とし
て適当ではない
ため。

《修正案の通り》
「施設の管理者」と表
記

1.総則
1.2用語の
定義

本ガイドラインで使用する用
語の定義は次のとおりである。

本ガイドラインで使用する用
語の定義は次のとおりである
（五十音順）。

必要な用語を素
早く検索するた
めには、五十音
順の方が合理的
（ガイドライン
に登場する順に
並べても、全て
を読まない人に
は使いづらい）。

《修正案の通り》
五十音順に表記。

1.総則
1.2用語の
定義

・目視
点検者自らの目視。ただし、
（中略）ドローン等の新技術に
よる場合も目視とみなす。

・目視
点検者自らの目視。ただし、
（中略）UAV等の新技術による
場合も目視とみなす。

「作業規程の準
則」（国土地理
院）、「ICT機
器を用いた測量
マニュアル」
（港湾局）など、
他のマニュアル
類では「ドロー
ン」ではなく
「UAV」という
用語を使用。

《修正案の通り》
「UAV等」と表記。
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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

2.点検診
断計画の
策定（本
文）
他、全般

(3) 点検診断計画は、施設の設
置者が定めることを標準とする。
施設の設置者と港湾管理者等が
異なる場合は、両者で十分な協
議を行うものとする。

(3) 点検診断計画は、施設の設
置者が定めることを標準とする。
施設の設置者と施設の管理者
（又は単に「管理者」）が異な
る場合は、両者で十分な協議を
行うものとする。

・民有施設の場
合、「港湾管理
者」は文脈とし
て適当ではない
ため。
・公共施設の場
合でも、港湾全
体についての管
理を行う者とし
ての「港湾管理
者」ではなく、
個別施設の管理
主体という意味
で「施設の管理
者」が適切であ
るため。

《修正案の通り》
「施設の設置者と管理
者」と表記。

2.点検診
断計画の
策定（本
文）

(5) 当該施設の利用状況の変化
や維持工事等を実施した場合は、
点検診断計画の内容を見直すも
のとする。

(5) 当該施設の利用状況の変化
や維持工事等の実施があった場
合は、必要に応じて、点検診断
計画の内容を見直すものとする。

・維持工事を実
施しても、点検
診断計画を変更
する必要がない
場合もあるため。
・表現の適正化。

文字通り、点検診断計
画を「もう一度見る」
ことは必要であり、原
文のままとしたい。

2.点検診
断計画の
策定（解
説）

(5)について
当初の維持管理計画等とは異な
る変状の進行や、利用状況の変
化、維持工事等を実施した場合
は、点検診断計画の内容を見直
し、維持管理計画を変更する必
要がある。

(5)について
当初の維持管理計画等とは異な
る変状の進行や、利用状況の変
化、維持工事等の実施があった
場合は、必要に応じて、点検診
断計画の内容を見直し、維持管
理計画を変更する必要がある。

・維持工事を実
施しても、点検
診断計画を変更
する必要がない
場合もあるため。
・表現の適正化。

当初の維持管理計画等
とは異なる変状の進行
や、利用状況の変化、
維持工事等の実施を、
維持管理計画書に記載
するので変更する必要
があり、原文のままと
したい。
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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

3. 点検診
断に関す
る新技術
の活用
（解説）

技術基準対象施設は、海象条
件や施設の利用状況の影響を受
けるほか、ほとんどの部材が水
中又は土中にあり、陸上目視が
困難であるため、効率的に点検
診断ができるように新技術の活
用を積極的に進めることが望ま
しい。
（中略）
これらの新技術について、点

検診断の対象とする施設への適
用性や技術の妥当性、得られる
結果の精度等を十分に検討の上、
積極的に活用することを検討す
ることが望ましい。

技術基準対象施設は、海象条
件や施設の利用状況の影響を受
けるほか、ほとんどの部材が水
中又は土中にあり、陸上目視が
困難であるため、効率的に点検
診断ができるように新技術の活
用を積極的に進めることが望ま
しい。
（中略）
これらの新技術の活用にあ

たっては、点検診断の対象とす
る施設への適用性や技術の妥当
性、得られる結果の精度等を十
分に検討することはもちろんで
あるが、長期的な視点からみて
コスト縮減につながると判断し
たものであれば、積極的に活用
することが望ましい。
【事務局案】

多少リスクが
あっても、多少
コスト増でも、
積極的に導入す
るように、背中
を押す言葉を入
れられないか。

《修正案無し》
（事務局作成）
これらの新技術の活用
にあたっては、点検診
断の対象とする施設へ
の適用性や技術の妥当
性、得られる結果の精
度等を十分に検討する
ことはもちろんである
が、「長期的な視点か
らみてコスト縮減につ
ながると判断したもの
であれば、積極的に活
用することが望まし
い」と表現。

3. 点検診
断に関す
る新技術
の活用
（解説）

なお、４．点検診断の基本的
考え方および５．劣化度の判定
及び性能低下度の評価の方法で
示す記述は点検者の近接目視に
よる点検診断をベースとしたも
のであるため、（中略）望まし
い。

なお、４．点検診断の基本的
考え方および５．劣化度の判定
及び性能低下度の評価の方法で
示す記述は点検者の目視による
点検診断をベースとしたもので
あるため、（中略）望ましい。
【事務局案】

「近接」目視と
言ってよいか。

《修正案無し》
（事務局作成）
「目視」と表記。
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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.1 点検
診断の種
類及び方
法（解
説）

2)詳細定期点検診断
機器等を用いた場合には、取得
した数値データを分析すること
で、変状の原因やその進行の程
度を定量的に推測できる。この
場合は、劣化度に置き換えるの
ではなく、数値データそのもの
を用いて評価することができる。

2)詳細定期点検診断
機器等を用いた場合には、取得
した数値データを分析すること
で、変状の原因やその進行の程
度を定量的に推測できる。この
場合は、数値データそのものを
用いて評価することができる。
（「劣化度に置き換えるのでは
なく、」を削除）

数値データを劣
化度に置き換え
ることが可能な
場合、有効な場
合があるのでは。

「この場合は、劣化度
に置き換えるまたは数
値データそのものを用
いて評価することがで
きる。」と表記。

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.1点検診
断の種類
及び方法
（解説）

2) 詳細臨時点検診断
なお、詳細臨時点検実施時期

が詳細定期点検診断実施時期に
近い場合には、詳細臨時点検診
断を詳細定期点検診断に代える
ことができる。

2) 詳細臨時点検診断
なお、詳細臨時点検実施時期

が詳細定期点検診断実施時期に
近い場合には、詳細臨時点検診
断を詳細定期点検診断に代える
ことができる場合もある。
【事務局案】

実施内容次第で
あり、詳細定期
点検診断の代替
になるか。

《修正案とおり》
（事務局案）
「場合もある」を追記。

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.2点検診
断の頻度
（解説）

(2)について
一般に技術基準対象施設は通

常点検診断施設に該当すると考
えてよいが、（中略）、表-4.2
を参考とすることができる。

(2)について
ほとんどの技術基準対象施設

は通常点検診断施設に該当する
と考えてよいが、（中略）、表
-4.2を参考とすることができる。

「一般に」では
なく、「ほとん
どの」がよいの
ではないか。

《修正案の通り》
「ほとんどの」と表記。

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.2点検診
断の頻度
（解説）

(2)について
一般に技術基準対象施設は通

常点検診断施設に該当すると考
えてよいが、（中略）重点点検
診断施設として選定することが
できる。

(2)について
一般に技術基準対象施設は通

常点検診断施設に該当すると考
えてよいが、（中略）重点点検
診断施設として選定してもよい。

「～施設として
選定できる」は、
表現が強いと
思った。

「することができる」
「してもよい」は、
「することができる」
に統一して表記。



項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.2点検診
断の頻度
（解説）

表4-2（重点点検診断施設の設
定の考え方)
技術基準対象施設で下記に

該当する施設のうち、港湾管
理者等が特に重点的な点検診
断が必要であると判断する施
設

表4-2（重点点検診断施設の設
定の考え方)
技術基準対象施設で下記に

該当する施設のうち、施設の
設置者と港湾管理者等が特に
重点的な点検診断が必要であ
ると判断する下記施設
【事務局案】

下記を入れた方が
分かりやすい。

「技術基準対象施設で
下記に該当する施設」
と表記しており、「下
記」の重複を避ける。

設置者の判断も重
要なのではないか。

《修正案無し》
（事務局作成）
「施設の設置者」を追
記。

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.2点検診
断の頻度
（解説）

(2)について
これまでに蓄積された点検

診断データの分析から、性能
の低下がほとんど認められな
い部材や構造物では、おおむ
ね5年以内に点検診断を行えば、
維持補修等の対策の時期を逸
することなく、変状の進行を
適切に捉えることができると
考えられる。ただし、当該構
造物や部材に著しく変状の進
行速度が速い箇所がある場合
や、地震や台風等により被害
が生じた場合を除く。

(2)について

削除

5年以内に点検診
断を行えば、維持
補修等の対策の時
期を逸することが
ないならば、重点
点検診断施設の分
類①に対して、3
年以内に点検診断
を実施する根拠が
無くなる(①経済
活動に重大な影響
を及ぼす施設、防
災上重要な施設及
び損壊が人命に重
要な影響を及ぼす
施設)

点検頻度に関する補足
説明であるので、当該
箇所を削除せず、「こ
れまでに蓄積された点
検診断データの分析に
よると、性能の低下が
著しくない部材や構造
物では、おおむね5年
以内に点検診断を行え
ば、補修等の対策の時
期を逸することなく、
変状の進行を適切に捉
えることができると考
えられる。一方、構造
物や部材に著しく変状
の進行速度が速い場合
ではより高い頻度で点
検診断を行うことが、
効果的な補修等の対策
を行うためには必要で
ある。」と表記。
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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.3点検診
断の項目
（本文）

(3) 供用期間を延長する際の点
検診断の項目は、従前の点検診
断の結果を考慮して選定するも
のとする。

(3) 供用期間を延長する際の点
検診断の項目は、その時点まで
に実施した（または「過去
の」）点検診断の結果を考慮し
て選定するものとする。

「従前」とは、
新しいものに対
するこれまでの
ものという意味。
新しいものと比
較せず、過去の
ものを単純に指
示する時には、
余り使用しない
用語と思われる。

《修正案を踏まえ》
「過去に実施した」と
表記。

4.点検診
断の基本
的な考え
方
4.2点検診
断の頻度
（解説）

(3)について
供用期間を延長する際には、

その時点で詳細定期点検診断あ
るいは詳細臨時点検診断を実施
し、その結果から施設の性能を
評価する必要がある。その場合
の点検診断の項目及び方法並び
に性能評価の方法については、
施設の設置者と港湾管理者等が
協議して定めるが、一般に、劣
化度及び性能低下度に基づいて
性能をみなし的に評価すること
ができる。なお、直近で詳細定
期点検診断あるいは詳細臨時点
検診断が行われている場合には、
その結果を用いることができる。

(3)について
供用期間を延長する際には、

その時点で詳細定期点検診断あ
るいは詳細臨時点検診断を実施
し、その結果から施設の性能を
評価する必要がある。その場合
の点検診断の項目及び方法並び
に性能評価の方法については、
施設の設置者と港湾管理者等が
協議して定めるが、一般に、劣
化度及び性能低下度に基づいて
性能をみなし的に評価してもよ
い。なお、直近で詳細定期点検
診断あるいは詳細臨時点検診断
が行われている場合には、その
結果を用いることができる。

「～できる」は、
表現が強いと思
いました。
（本来は、目視
でない評価方法
が望ましいので、
その意図を残す
ために、表現は
やや弱めの方が
よいと思った）

「することができる」
「してもよい」は、
「することができる」
に統一して表記。
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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

5. 劣化度
の判定及
び性能低
下度の評
価の方法
（解説）

(1)について
部材の劣化度の判定基準は表

-5.1によることができる。また、
劣化度の判定は、それぞれの部
材の要求性能を踏まえて行うも
のとする。具体的な部材の劣化
度の判定基準は、【第２部 実
施要領】を参考に設定すること
ができる。ここに示す具体的な
部材の劣化度の判定基準は、標
準的な施設での事例を元に作成
したものであり、個別の施設の
状況に応じて数値指標の値は異
なる場合もある。したがって、
この判定基準は、表-5.1に示す
判定基準の趣旨に基づいて適宜
運用を見直すことが望ましい。

(1)について
部材の劣化度の判定基準は表

-5.1によることができる。また、
劣化度の判定は、それぞれの部
材の要求性能を踏まえて行うも
のとする。具体的な部材の劣化
度の判定基準は、【第２部 実
施要領】を参考に設定すること
ができる。そこに示す具体的な
部材の劣化度の判定基準は、標
準的な施設での事例を元に作成
したものであり、個別の施設の
状況に応じて劣化度の判定基準
に示している数値は異なる場合
もある。したがって、表-5.1に
示す判定基準の趣旨に基づいて
適宜その判定基準に示している
数値を見直すことが望ましい。
【事務局案】

内容が分かりに
くい。
数値指標とは。
表-5.1を適宜設
定できるという
ことか。

「劣化度の判定基準に
示している数値」と表
記。

劣化度のことで
あれば、「数
値」では無いよ
うに思った。劣
化度以外のこと
も含んでいるの
か。

7. 専門技
術者の活
用（解
説）

(1)及び(2)について
点検診断に関する専門技術者

としては、技術士（建設部門）、
海洋・港湾構造物維持管理士等
の「公共工事に関する調査及び
設計等の品質確保に資する技術
者資格登録簿（国土交通省）」
の港湾の施設の点検・診断等
（維持管理）業務に登録された
資格を有する者又は（中略）が
相当する。

(1)及び(2)について
点検診断に関する専門技術者

としては、海洋・港湾構造物維
持管理士等の「公共工事に関す
る調査及び設計等の品質確保に
資する技術者資格登録簿（国土
交通省）」の港湾の施設の点
検・診断等（維持管理）業務に
登録された資格を有する者、技
術士（建設部門）又は（中略）
が相当する。【事務局案】

維持管理士を先
に書けないか。

《修正案無し》
（事務局作成）
「海洋・港湾構造物維
持管理士等の『公共工
事に関する調査及び設
計等の品質確保に資す
る技術者資格登録簿
（国土交通省）』の港
湾の施設の点検・診断
等（維持管理）業務に
登録された資格を有す
る者」を先に表記。

改訂版（案）の意見照会結果〈8/9〉
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項目 原文（改訂案）
意見照会

対応方針（案）
修正案 修正理由

7. 専門技
術者の活
用（解
説）

(1)及び(2)について
点検診断に関する専門技術者

としては、技術士（建設部門）、
海洋・港湾構造物維持管理士等
の「公共工事に関する調査及び
設計等の品質確保に資する技術
者資格登録簿（国土交通省）」
の港湾の施設の点検・診断等
（維持管理）業務に登録された
資格を有する者又はこれと同等
の能力を有する者若しくは港湾
の施設の建設・改良・維持に関
する一定の実務経験年数を有す
る者が相当する。

(1)及び(2)について
点検診断に関する専門技術

者としては、技術士（建設部
門）、海洋・港湾構造物維持
管理士等の「公共工事に関す
る調査及び設計等の品質確保
に資する技術者資格登録簿
（国土交通省）」の港湾の施
設の点検・診断等（維持管
理）業務に登録された資格を
有する者又はこれと同等の能
力を有する者若しくは港湾の
施設の建設・改良・維持に関
する○年以上の実務経験年数
を有する者が相当する。

具体的実務経験年
数が記載されてい
る方が良いのでは。

具体的な年数の表記は
せず、施設の管理者の
判断に委ねる。

改訂版（案）の意見照会結果〈9/9〉
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